





























































登記情報 586 号（2010 年）38 頁〔40┡43 頁〕が論じている。
(2) 同法は，2020 年の改正（令和 2年法律第 50 号）により，А金融サービスの提
供に関する法律Бと名称を変え，金融サービス仲介業に関する規制を新たに定
めるに至ったが，本稿の関心との関係では，（条文番号の変更こそあるものの）























(3) 例えば佐久間毅А民事信託における専門家の役割Б金融法務事情 2131 号
（2020 年）17 頁〔25 頁〕。







































(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё205
　免許等を受けずに信託業を営むことは，刑罰（3年以下の懲役もしくは 300




託業法 87 条 1 項，金融庁設置法 4条 1項 3号ム）による監督によって担保され
る。すなわち，信託会社が適正に業務を行わない場合には，最終的には，免
許の取消しによって市場から退場しなければならなくなる（信託業法 44 条 1




令（信託業法 43 条），業務停止命令（信託業法 44 条 1 項・45 条 1 項，兼営法 9条）
が定められている。さらに，そうした処分の前提として，立入検査を含む検




21 条から 31 条までに置いている。その規定は，①業務の範囲や委託に関す
る規制（21 条から 23 条），②信託の引受け前に講じておくべき措置（23 条の










法 23 条の 2）(7)。手続実施基本契約は，その内容として，顧客からの申立て
で指定紛争解決機関が手続を開始するときには信託会社がこれに応じるべき









託業法のみならず，金融商品取引法（37 条の 7），兼営法（2条 1項前段による
信託業法 23 条の 2の準用），さらに銀行法，貸金業法など金融業に関する各種
業法にも同旨の規定が置かれている。
(7) 信託業に関連する金融ADR機関として，一般社団法人信託協会が指定され，
平成 22（2010）年 10 月 1 日から指定紛争解決機関としての業務にあたってい
る。











することが禁じられ（信託業法 24 条 1 項 1 号，2号），信託契約による信託の
引受けを行うときは，信託の目的，信託財産に関する事項，受益者に関する
事項などについて説明をする（信託業法 25 条本文）とともに，信託の引受け






















ている（5年以下の懲役もしくは 500 万円以下の罰金またはその併科。金商法 197 条
の 2第 10 号の 4）。
　金融商品取引業の主なものとして，有価証券の売買（金商法 2条 8項 1号），
有価証券の売買の媒介，取次ぎまたは代理（同項 2号）を挙げることができ
る。ここでいう有価証券には，受益証券発行信託における受益証券（信託法




(10) なお，金融商品取引法 2条 2項によって有価証券とみなされる権利の売買やそ
の取次ぎなどを行う場合には，А第二種金融商品取引業Бに該当し（金商法 28
条 2 項 3 号），第一種金融商品取引業（同条 1項）とは異なる規律に服する。
もっともその相違は，例えば第一種金融商品取引業者は取締役会など一定の組













(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё209
⑵　監督
　金融商品取引業者による業務の適正も，内閣総理大臣による監督によって
担保される（内閣府金融庁に権限が委任される点も同様である。金商法 194 条の 7
第 1項，金融庁設置法 4条 1項 3号ル）。信託業法と同様，処分として，業務改













(12) 金融商品取引法 35 条，35 条の 2，36 条の 3，36 条の 4をあげることができる
ほか，特定投資家向け有価証券を一般投資家に販売することを禁じる 40 条の
4もそこに含めて良いだろう。
(13) 誠実義務（金商法 36 条 1 項）がこれに当たる。なお，前述した信託業と金融
商品取引業の性質の違いから，金融商品取引業者一般に適用される通則には，
例えば信託業法 28 条（忠実義務，善管注意義務，分別管理義務）のような規
定が置かれていない。こうした義務は，例えば投資助言業務（金商法 28 条 3
項および 6項ならびに 2条 8項 11 号）に関する特則（金商法 41 条が忠実義務
と善管注意義務を定める）や投資運用業（金商法 28 条 4 項ならびに 2条 8項











こと（金商法 35 条の 3。金融商品取引業等に関する内閣府令 70 条の 2第 1項によれ
ば，社内規則等の整備や，従業員に対する研修の実施が求められている）および顧
客の注文について最良の取引の条件で執行するための方針および方法（最良
執行方針等）を定めて公表すること（金商法 40 条の 2）が義務付けられている
のがそれである。
　また，金融商品取引業者は，営業所・事務所ごとに，標識を掲示しなけれ






　信託業法（24 条 1 項 1 号，2号）と同様，金融商品取引法においても，不実










遅滞なくБ。金商法 37 条の 4第 1項）だけでなく，契約締結前（А金融商品取引契
約を締結しようとするときは，……あらかじめБ）にも必要とされている（金商法















販売またはその代理もしくは媒介をいう。同法 2条 2項〔改正後 3条 2項〕）を業と





こと（金銭信託の場合について販売法 2条 1項 3号〔改正後 3条 1項 3号〕，非金銭
信託の場合について同項 11 号および金融商品の販売等に関する法律施行令 5条 1

















とを義務付けている（販売法 9条 1項および 3項〔改正後 10 条 1 項および 3項〕。
違反に対しては，同法 10 条〔改正後 97 条〕が 50 万円以下の過料を予定している）。
勧誘方針には，勧誘の対象となる者の知識，経験，財産の状況および契約締
結の目的に照らして配慮するべき事項のほか，勧誘の適正の確保に関する事
項を定めるべきものとされている（販売法 9条 2項〔改正後 10 条 2 項〕）。
信託契約を作成する弁護士・司法書士の行為規範
(547)














































































(16) 山本豊編集㈶新注釈民法⒁債権⑺㈵（2018 年・有斐閣）256┡258 頁〔一木孝之
執筆〕。弁護士の説明義務に関する判例として最高裁平成 25 年 4 月 16 日判決

























いては，前掲注⒃の最高裁判例に関する灼永一行А判批Б民商法雑誌 149 巻 2
































よれば，2019 年度の第 5期登録者までで 293 人に留まっている。なお弁護士
数は 2019 年 3 月 31 日現在で 41,118 人（日本弁護士連合会・弁護士白書 2019
年版 https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/statistics/2019



























(21) 佐久間毅㈶信託法をひもとく㈵（2019 年・商事法務）5┡19 頁。
信託契約を作成する弁護士・司法書士の行為規範
(553)





































































　Н本研究は JPSP 科研費 JP19K01410 の助成を受けたものである。
Н　本稿で参照したWeb サイトはいずれも 2020 年 9 月 1 日現在でアクセスできる
ことを確認した。
(556)
84Ё3.4 合併号Ё222
